
国立大学法人滋賀医科大学の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

　① 平成25年度における役員報酬についての業績反映のさせ方

【主務大臣の検証結果】

　役員報酬のうち、期末特別手当については本学役員給与規程により「その者の在職期間
における業績に応じ、経営協議会の議を経て、これを増額し、又は減額することができ
る」としているが、平成25年度については、経営協議会において業績を総合的に判断した
結果、報酬の増減は行われなかった。

　滋賀医科大学は、本学の理念である地域の特徴を生かしつつ、特色ある医学・看護学の
教育・研究により、信頼される医療人を育成すること、さらに、世界に情報を発信する研
究者を養成することにより、人類の健康、医療、福祉の向上と発展に貢献することに基づ
き、教育研究の質のさらなる高度化を図り、国内外の多様な分野において指導的役割を果
たす人材を育成することを使命としており、将来構想計画を基盤として、法人化第２期に
おいてはＳＵＭＳプロジェクト２０１０－２０１５「次世代を担う人材育成と医療科学・
技術の創出」を目指して「地域基盤型教育・研修」、「独創的研究」、「充実した医
療」、「戦略的組織活性化」の取り組みを学長のリーダーシップの下で推進している。
　そうした中で、滋賀医科大学の学長は、職員数約1,000名の法人の代表として、その業
務を総理するとともに、校務を司り、所属職員を統督して、経営責任者と教学責任者の職
務を同時に担っている。
　学長の年間報酬額は、人数規模が同規模である民間企業の役員報酬2,618万円と比較し
た場合、それ以下であり、また、事務次官の年間給与額2,044万円と比べてもそれ以下と
なっている。
　滋賀医科大学では、学長の報酬月額を法人化移行前の国家公務員指定職俸給表の俸給月
額を踏まえて決定しているが、学長の職務内容の特性は上記のとおり法人化移行前と同等
以上であると言え、これまでの各年度における業績評価の結果を勘案したものとしてい
る。
　また、他の単科大学の長の報酬水準と同水準となっている。
　こうした職務内容の特性や他法人等との比較を踏まえると、報酬水準は妥当であると考
えられる。

職務内容の特性や業務の実績、国家公務員指定職適用官職、民間企業との比較などを考慮
すると、法人の長の報酬水準は妥当であると考える。
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　② 役員報酬基準の改定内容
法人の長

　　　　　　国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律に準拠して、平成２６
　　　　　　年３月末まで特例期間を延長し、減額を継続した。なお、激変緩和措置とし
　　　　　  て、減額相当分を支給した。
             地域手当の支給割合について、国家公務員の支給割合（１０％）や経営状
　　　　　　況を鑑み、平成２５年４月から５％、平成２６年１月から７％とした。

理事

法人の長に同じ

理事（非常勤）

該当者なし

監事

法人の長に同じ

監事（非常勤）
　　　　　　国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律に準拠して、平成２６
　　　　　　年３月末まで特例期間を延長し、減額を継続した。なお、激変緩和措置とし
　　　　　  て、減額相当分を支給した。
　　　　　　地域手当相当分の支給割合について、国家公務員の支給割合（１０％）や
　　　　　　経営状況を鑑み、平成２５年４月から５％、平成２６年１月から７％相当分と
　　　　　　した。
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２　役員の報酬等の支給状況

平成25年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

649 （地域手当）

0 （通勤手当）
千円 千円 千円 千円

550 （地域手当）

106 （通勤手当）
千円 千円 千円 千円

461 （地域手当）

71 （通勤手当）
千円 千円 千円 千円

89 （地域手当）

9 （通勤手当）
千円 千円 千円 千円

475 （地域手当）

512 （通勤手当）
千円 千円 千円 千円

475 （地域手当）

289 （通勤手当）
千円 千円 千円 千円

475 （地域手当）

164 （通勤手当）
千円 千円 千円 千円

1,721 1,721 0 0 （　　　　）

注１：総額、各内訳について千円未満切り捨てのため、総額と各内訳の合計額は必ずしも一致しない。
注２：「地域手当」とは、民間における賃金、物価及び生計費が特に高い地域に在勤する役員に支給されて
 　　　いるものである。
注３：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、該当がない場合は空欄。

３　役員の退職手当の支給状況（平成25年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

─

千円 年 月

(31,842)
  7,401

(30
5

8)
11

千円 年 月

─

注：理事については、役員在職期間を役員退職手当規程に適用させて算出した金額を記載するとともに、
　　括弧内に、役員在職期間に職員在職期間を通算した期間（「法人での在職期間」欄の括弧の期間）を

　　もって当該役員の在職期間として算出した金額を記載した。

◇

8,735 3,715

法人の長

8,640

該当者なし

法人での在職期間

H26.2.14

摘　　要

該当者なし

─B理事

10,008

その他（内容）

12,486 8,640 3,207

理事Ｂ 12,982

8,640

3,20712,835

12,611

16,643

3,715

監事Ｂ
（非常勤）

監事

前職

理事Ｅ

監事Ａ

就任・退任の状況
役名

3月31日

法人の長

3,207

理事Ａ

理事Ｄ

2月14日

3月31日

14,380

3月31日

在職期間の業務運営等に関す
る評価について、経営協議会
に諮った結果、業績評価を
（１．０）とし、役員退職手当規
程によりその支給額を増減しな
いことに決定した。

3月31日

理事Ｃ 1,371 1,272 0 2月15日

11,611 4,383
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Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

大学運営の基本方針と経営収益を考えた効率的な人員配置を行うとともに、
経営収益に見合った人件費の設定を行う。

　② 職員給与決定の基本方針
　ア 給与水準の決定に際しての考慮事項とその考え方

社会一般の情勢に適合させるため、人事院勧告を受けて決定される国家公務
員の給与水準を十分に考慮することとしている。また、他の国立大学法人の
給与水準も参考とする。

　イ 職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方
勤勉手当の成績率の判定及び昇給、昇格の実施にあたっては、勤務評定の結
果等を踏まえた勤務成績を考慮している。

〔能率、勤務成績が反映される給与の内容〕

　ウ 平成25年度における給与制度の主な改正点

・特例法に基づく国家公務員の給与の見直しに関連する措置 
　　 国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律に準拠して、平成26年3月末
  まで特例期間を延長し、減給を継続した。

平成２５年４月１日付け給与等の改正 
・職務精励手当の新設
　　 職員の職務遂行意欲の維持・向上を図るため、平成25年４月から減給相当分を手当
　として支給した。
・号俸の回復 

  のうち、過去に号俸抑制を受けたものについて、号俸を１号俸上位の号俸とした。 
・地域手当の支給割合の見直し
　　地域手当の支給割合について、国家公務員の支給割合（１０％）や経営状況を鑑み、
  平成２５年４月から５．５％、平成２６年１月から７％とした。

　成績では昇給しないこととし（以前は２号俸）、特に良好な場合には１号俸（以前は３号
　俸）、極めて良好な場合には２号俸以上（以前は４号俸以上）の昇給にそれぞれ抑制し
　た。
・平成１８年４月１日からの現給保障額の廃止 
　　現給保障のための差額支給を平成２６年３月までとした。

　① 人件費管理の基本方針

給与種目 制度の内容
6月1日及び12月1日（以下「基準日」という。）にそれぞれ在職する職員に
対し、基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の勤務成績に応じ
て、それぞれ支給割合を決定する。

賞与：勤勉手当
（査定分）

昇格：勤務成績が良好で、かつ当法人が定める昇格基準に達している者
は上位の職務の級に決定することができる。
降格：勤務成績が不良な場合は、下位の級に決定することができる。

昇格・降格

昇　　給

・５５歳を超える職員の昇給抑制

　　 人事院勧告に準拠して、平成２５年４月１日において３１歳以上３９歳に満たない職員

　　５５歳を超える職員（一般職（二）は５７歳、教育職は６０歳を超える職員）は、標準の勤

原則、職員が昇給日（1月1日）前の1年間において良好以上の成績で勤
務したとき、その勤務成績に応じて上位の号俸に昇給させることができる。
昇給の号俸数は、良好な成績で勤務した職員の号俸数を4号俸とし、極め
て良好な成績で勤務した者の号俸数は、8号俸以上とする。
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２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

873 39.7 5,626 4,262 71 1,364
人 歳 千円 千円 千円 千円

135 45.5 5,567 4,206 112 1,361
人 歳 千円 千円 千円 千円

230 47.3 7,833 5,927 84 1,906
人 歳 千円 千円 千円 千円

411 32.5 4,476 3,401 42 1,075
人 歳 千円 千円 千円 千円

17 55.4 5,365 4,056 122 1,309
人 歳

1
人 歳

78 41.0 5,268 3,982 96 1,286
人 歳 千円 千円 千円 千円

1

人 歳 千円 千円 千円 千円

47 40.3 6,087 6,013 74 74
人 歳 千円 千円 千円 千円

0
人 歳 千円 千円 千円 千円

4 29.5 3,764 2,900 45 864
人 歳 千円 千円 千円 千円

43 41.3 6,303 6,303 77 0

人 歳 千円 千円 千円 千円

205 36.7 3,924 3,556 72 368
人 歳 千円 千円 千円 千円

22 45.6 3,260 2,488 139 772
人 歳 千円 千円 千円 千円

5 52.3 3,981 3,012 90 969
人 歳 千円 千円 千円 千円

121 31.2 4,042 4,042 47 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

19 46.1 4,577 3,458 52 1,119
人 歳 千円 千円 千円 千円

18 53.1 3,357 2,548 104 809
人 歳 千円 千円 千円 千円

19 31.2 3,764 2,890 141 874
人 歳 千円 千円 千円 千円

1

人 歳 千円 千円 千円 千円

43 41.3 6,303 6,303 77 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

43 41.3 6,303 6,303 77 0

年俸制適用者

特任教員

平均年齢

その他の医療職種
（医療技術職員）

非常勤職員

事務・技術

教育職種
（大学教員）

医療職種
（病院医療技術職員）

医療職種
（病院看護師）

任期付職員

医療職種
（病院看護師）

うち所定内

技能・労務職種

技能・労務職種

常勤職員

医療職種
（病院医師）

特任教員

医療職種
（医療技術職員）

医療職種
（病院医療技術職員）

事務・技術

区分

その他の医療職種
（看護師）

人員

教育職種
（外国人教師等）

平成25年度の年間給与額（平均）

事務・技術

教育職種
（大学教員）

うち賞与総額
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注１：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。

注２：常勤職員のうち医療職種（病院医師）については、該当者がいない。

注３：在外職員及び再任用職員については、該当者がいない。

注４：技能・労務職種とは、自動車運転手、ボイラ技士、調理師、実験助手、医療機器操作員をいう。

注５：常勤職員の教育職種（外国人教師等）、その他の医療職種（看護師）、非常勤職員の技能・労務職種及び

　　　非常勤職員のその他の医療職種（医療技術職員）については、該当者が２人以下のため、当該個人に関す

　　　る情報が特定されるおそれのあることから、人数以外は記載していない。
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②

注1：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、⑤まで同じ。

（事務・技術職員）

人員 平均年齢 四分位 平均 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

副病院長 1

課長 9 54.1 7,392 7,779 7,814

課長補佐 11 54.8 6,420 6,620 6,821

係長 59 50.6 5,796 5,953 6,173

主任 18 44.0 4,644 5,150 5,822

係員 37 33.0 3,385 3,783 4,208
注１：副病院長の該当者は１人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、

　　　平均年齢及び年間給与の平均額は表示していない。

注２：「課長」には、課長相当職である「室長」を含み、「課長補佐」には、課長補佐相当職である

　　　「主幹」を含み、「係長」には、係長相当職である「専門職員」及び「主査」を含む。

　　　

分布状況を示すｸﾞﾙｰﾌﾟ

年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護師）)〔任期付職員を除く。
以下、⑤まで同じ。〕

0

5

10

15

20

25

30

35

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

２０－２３

歳

２４－２７

歳

２８－３１

歳

３２－３５

歳

３６－３９

歳

４０－４３

歳

４４－４７

歳

４８－５１

歳

５２－５５

歳

５６－５９

歳

人数

平均給与額

第３四分位

第１四分位

国の平均給与額

年間給与の分布状況（事務・技術職員）
人

千円
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（教育職員（大学教員））

人員 平均年齢 四分位 平均 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

教授 45 56.5 9,398 9,931 10,354

准教授 36 51.4 8,138 8,517 9,043

講師 38 48.0 7,674 7,882 8,128

助教 105 41.9 6,435 6,628 6,911

助手 6 43.3 5,035 5,544 6,225

分布状況を示すｸﾞﾙｰﾌﾟ

0
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歳

２８－３１
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３２－３５

歳

３６－３９

歳

４０－４３

歳

４４－４７

歳

４８－５１

歳

５２－５５

歳

５６－５９

歳

人数

平均給与額

第３四分位

第１四分位

年間給与の分布状況（教育職員（大学教員）） 人
千円
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（医療職員（病院看護師））

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

看護部長 1  － －

副看護部長 3 50.5 － 6,963 －

看護師長 28 46.1 5,998 6,250 6,479

副看護師長 51 41.6 5,081 5,595 6,106

看護師 328 29.7 3,623 4,058 4,343
注１：看護部長の該当者は１人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、

　　　平均年齢及び年間給与の平均額は表示していない。

注２：副看護部長の該当者は３人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、

　　　年間給与額の第１・第３分位については表示していない。

分布状況を示すｸﾞﾙｰﾌﾟ 人員 平均平均年齢
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５６－５９

歳

人数

平均給与額

第３四分位

第１四分位

国の平均給与額

年間給与の分布状況（医療職員（病院看護師）） 人
千円
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③

（事務・技術職員）
区分 計 １０級 ９級 ８級 ７級 ６級 ５級

標準的 局長 部長 部長 部長 課長 課長

な職位 課長 課長補佐
人 人 人 人 人 人 人

135 該当者なし 該当者なし 該当者なし 1 2 8
（割合） （　 　　%） （　 　　%） (5.9%)

歳 歳 歳 歳 歳 歳

59

～ ～ ～ ～ ～ ～

41
千円 千円 千円 千円 千円 千円

6,663

～ ～ ～ ～ ～ ～

4,732
千円 千円 千円 千円 千円 千円

8,684

～ ～ ～ ～ ～ ～

6,456

区分 計 ４級 ３級 ２級 １級
標準的 課長補佐 係長 主任 係員

な職位 係長 主任 係員
人 人 人 人 人

(135) 26 61 24 13
（割合） (19.3%) (45.2%) (17.8%) (9.6%)

歳 歳 歳 歳

59 59 52 31

～ ～ ～ ～

46 34 28 23
千円 千円 千円 千円

5,298 4,824 3,911 2,780

～ ～ ～ ～

4,302 2,710 2,554 2,285
千円 千円 千円 千円

7,129 6,469 5,174 3,577

～ ～ ～ ～

5,795 3,610 3,385 3,027
注１：７級における該当者が１人、６級における該当者が２人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、

　　「年齢（最高）～最低）」以下の事項について記載していない。

注２：「課長」には、課長相当職である「室長」を含み、「課長補佐」には、課長補佐相当職である

　　　「主幹」を含み、「係長」には、係長相当職である「専門職員」及び「主査」を含む。

年齢（最
高～最低）

年間給与
額(最高～

最低)

所定内給
与年額(最
高～最低)

人員

職級別在職状況等（平成26年４月１日現在）（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護師））

年齢（最
高～最低）

年間給与
額(最高～

最低)

所定内給
与年額(最
高～最低)

人員
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（教育職員（大学教員））
区分 計 ６級 ５級 ４級 ３級 ２級 １級

標準的 教授 教授 准教授 講師 助教・助手 教務職員
な職位

人 人 人 人 人 人 人

230 該当者なし 45 36 38 111 該当者なし
（割合） （　 　　%） (19.6%) (15.7%) (16.5%) (48.3%)

歳 歳 歳 歳 歳 歳

64 63 58 63

～ ～ ～ ～ ～ ～

43 36 34 29
千円 千円 千円 千円 千円 千円

8,804 7,137 6,804 5,908

～ ～ ～ ～ ～ ～

6,073 4,774 4,592 3,545
千円 千円 千円 千円 千円 千円

11,805 9,627 8,917 7,493

～ ～ ～ ～ ～ ～

8,209 6,455 6,217 4,573

（医療職員（病院看護師））
区分 計 ７級 ６級 ５級 ４級 ３級 ２級

標準的 看護部長 看護部長 看護部長 副看護部長 看護師長 看護師
な職位 副看護部長 看護師長 副看護師長

人員
人 人 人 人 人 人 人

411 1 該当者なし 3 27 52 328
（割合） （　 　　%） (0.7%) (6.6%) (12.7%) (79.8%)

歳 歳 歳 歳 歳 歳

56 59 59 55

～ ～ ～ ～ ～ ～

46 36 31 23
千円 千円 千円 千円 千円 千円

5,366 5,464 4,936 4,480

～ ～ ～ ～ ～ ～

4,899 3,846 3,428 2,510
千円 千円 千円 千円 千円 千円

7,324 7,278 6,653 5,955

～ ～ ～ ～ ～ ～

6,541 5,202 4,609 3,314

区分 計 １級
標準的 准看護師
な職位
人員

人 人

(411) 該当者なし

（割合） （　 　　%）
歳

～

千円

～

千円

～

注：７級における該当者が１人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、

　　「年齢（最高）～最低）」以下の事項について記載していない。

年間給与
額(最高～

最低)

所定内給
与年額(最
高～最低)

年間給与
額(最高～

最低)

人員

年齢（最
高～最低）

所定内給
与年額(最
高～最低)

年齢（最
高～最低）

年間給与
額(最高～

最低)

所定内給
与年額(最
高～最低)

年齢（最
高～最低）
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④

（事務・技術職員）
夏季（6月） 冬季（12月） 計

％ ％ ％

64.8 68.0 66.5
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 35.2 32.0 33.5

％ ％ ％

         最高～最低 37.8～33.2 33.8～30.8 34.9～32.3

％ ％ ％

65.3 67.7 66.5
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 34.7 32.3 33.5

％ ％ ％

         最高～最低 37.8～32.4 35.1～29.7 36.4～31.1

（教育職員（大学教員））

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

64.7 68.5 66.6
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 35.3 31.5 33.4

％ ％ ％

         最高～最低 37.8～32.9 34.4～27.5 35.6～30.7

％ ％ ％

65.4 68.0 66.8
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 34.6 32.0 33.2

％ ％ ％

         最高～最低 40.4～32.1 39.2～27.1 37.4～30.3

（医療職員（病院看護師））

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

％ ％ ％

         最高～最低 ～ ～ ～

％ ％ ％

64.4 67.2 65.8
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 35.6 32.8 34.2

％ ％ ％

         最高～最低 41.9～32.0 39.2～29.1 39.6～30.7

注：医療職員（病院看護師）における管理職員は１人のため、当該個人に関する

　　情報が特定されるおそれのあることから記載していない。

一般
職員

一律支給分（期末相当）

区分

一律支給分（期末相当）

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

区分

賞与（平成25年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護師））
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⑤

（事務・技術職員）
対国家公務員（行政職（一）） 88.2

対他の国立大学法人等（事務・技術職員） 99.5

（教育職員（大学教員））
対他の国立大学法人等（教育職員(大学教員)） 98.7

（医療職員（病院看護師））
対国家公務員（医療職（三）） 106.7

対他の国立大学法人等（医療職員（病院看護師）） 100.8

注：　当法人の年齢別人員構成をウエイトに用い、当法人の給与を国の給与水準（「対他の国立大学法人等」

においては、すべての国立大学法人等を一つの法人とみなした場合の給与水準）に置き換えた場合の給

給与水準の比較指標について参考となる事項

○事務・技術職員

地域勘案　　　　　９０．８

参考 学歴勘案　　　　　８８．９

地域・学歴勘案　　９１．１

【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　24.5％
（国からの財政支出額　6,948,286,000円、支出予算の総額　28,314,740,000
円：平成25年度予算）

【検証結果】
国からの財政支出額は100億円未満であり、支出予算の総額に占める国の財
政支出の割合も50%未満である。
また、対国家公務員指数も100未満であり、累積欠損額も0円であることから、給
与水準は適切である。

【累積欠損額について】
累積欠損額　0円（平成24年度決算）

【検証結果】
【主務大臣の検証結果】
給与水準の比較指標では国家公務員の水準未満となっていること等から給与
水準は適正であると考える。引き続き適正な給与水準の維持に努めていただき
たい。

職員と国家公務員及び他の国立大学法人等との給与水準（年額）の比較指標（事務・技術職員／教育職員（大学教
員）／医療職員（病院看護師））

対国家公務員　　　８８．２

　国に比べて給与水準が
　高くなっている定量的な
　理由

　　与水準を100として、法人が現に支給している給与費から算出される指数をいい、人事院において算出

指数の状況

講ずる措置

項目 内容

　給与水準の適切性の
　検証
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○医療職員（病院看護師）

地域勘案　　　　 １０２．６

参考 学歴勘案　　　 　１０８．３

地域・学歴勘案　 １０４．９

○教育職員（大学教員）と国家公務員との給与水準の比較指標　98.3

　注：上記比較指標は、法人化前の国の教育職（一）と行政職（一）の年収比率を基礎に、平成25年度
　　　の教育職員（大学教員）と国の行政職（一）の年収比率を比較して算出した指数である。

Ⅲ　総人件費について

当年度
（平成25年度）

前年度
（平成24年度）

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(A)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｂ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｃ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(D)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

退職手当支給額
(19.23)121,098

講ずる措置

給与、報酬等支給総額
335,985

　給与水準の適切性の
　検証

区　　分

(6.36) △ 20,519

655,603 1,357,877(5.80)

(13.23)

35,516

【累積欠損額について】
累積欠損額　0円（平成24年度決算）

【検証結果】
【主務大臣の検証結果】
法人の看護職員の職員構成と国の職員構成が異なっていること、法人の給与
制度は国家公務員の制度と概ね同様であることから、給与水準は概ね適正で
あると考える。

(△ 0.36)

345,545

779,906 (22.91)

本学の看護師は、最終学歴が大学卒業以上の者の割合が高く、准看護師がい
ないことから、国の医療職俸給表（三）適用者より、給与水準が高くなっていると
考えられる。

指数の状況

対国家公務員　　　１０６．７

項目

　国に比べて給与水準が
　高くなっている定量的な
　理由

1,232,539
福利厚生費

4,183,642 4,148,126
非常勤役職員等給与

【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　24.5％
（国からの財政支出額　6,948,286,000円、支出予算の総額　28,314,740,000
円：平成25年度予算）

【検証結果】
国からの財政支出額は100億円未満であり、支出予算の総額に占める国の財
政支出の割合も50%未満である。
また、対国家公務員指数も100未満であり、累積欠損額も0円であることから、給
与水準は適切である。

5,620,974

(22.14)

(0.86)

5,284,989

中期目標期間開始時（平成
22年度）からの増△減比較増△減

最広義人件費

252,945

注：　「非常勤役職員等給与」においては、寄付金、受託研究費その他競争的資金等により雇用される職員に係る費用
及び人材派遣契約に係る費用等を含んでいるため、財務諸表附属明細書の「１７役員及び教職員の給与の明細」にお
ける非常勤の合計額と一致しない。

(85.25)

内容

163,004

629,783750,881

1,395,543

(12.82)11,951,040 11,295,437
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総人件費について参考となる事項

・給与、報酬等支給総額 教職員の増員により、人件費増

・退職手当支給額 退職者の増減（74人→74人）

・非常勤役職員等給与 医師，看護師，病院非常勤職員の増員による増

・福利厚生費 教職員の増に伴う法定福利費の増

「国家公務員の退職手当の支給水準引下げ等について」（平成24年８月７日閣議決定）に基づき、平成25年
２年１月から以下の措置を講じている。
・役職員の退職手当について、国家公務員退職手当制度の改正に準じて支給水準を引き下げた。
　　役員に関する講じた措置の概要：官民の支給水準の均衡を図るために退職手当法上設けられている
　　「調整率」を段階的に引き下げる。平成25年2月１日から平成25年9月30日は、「100分の98」とし、同年
　　１０月１日から平成２６年６月３０日までの間においては「100分の92」とする。
　　職員に関する講じた措置の概要：役員同様の措置を講ずる。

Ⅳ 法人が必要と認める事項

「特になし」
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